
鹿児島市 平成 30 年度介護保険制度改正等説明会

― 全サービス共通資料 －

 事前掲載資料について、当日会場では資料の配布を致しません。

各自印刷の上、ご持参ください。

 今回の説明会に使用する省令・告示・通知等の原文は、現段階で国が

示した改正(案)です。

 正式な改正省令・告示・通知やＱ＆Ａ等は、厚生労働省の通知発出後、

鹿児島市ホームページ(介護保険関連情報)に掲載致します。

 今回の報酬改定等に関するご質問は、ホームページ掲載の質問票にて

受付けます。(当日の質問受付け・回答は致しません。)

 会場駐車場は限りがございます。公共交通機関をご利用ください。

以上、皆様のご理解・ご協力をよろしくお願い致します。
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【主な事項】

○ 生活援助の担い手の拡大

○ 介護ロボットの活用の促進

○ 定期巡回型サービスのオペレーターの専任要件の緩和

○ ＩＣＴを活用したリハビリテーション会議への参加

○ 地域密着型サービスの運営推進会議等の開催方法・開催頻度の
見直し

【主な事項】

○ 福祉用具貸与の価格の上限設定等

○ 集合住宅居住者への訪問介護等に関する減算及び区分支給限度
基準額の計算方法の見直し等

○ サービス提供内容を踏まえた訪問看護の報酬体系の見直し

○ 通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分の見直し等

○ 長時間の通所リハビリの基本報酬の見直し

【主な事項】

○ リハビリテーションに関する医師の関与の強化

○ リハビリテーションにおけるアウトカム評価の拡充

○ 外部のリハビリ専門職等との連携の推進を含む訪問介護等の自立
支援・重度化防止の推進

○ 通所介護における心身機能の維持に係るアウトカム評価の導入

○ 褥瘡の発生予防のための管理や排泄に介護を要する利用者への
支援に対する評価の新設

○ 身体的拘束等の適正化の推進

【主な事項】

○ 中重度の在宅要介護者や、居住系サービス利用者、特別養護老人
ホーム入所者の医療ニーズへの対応

○ 医療・介護の役割分担と連携の一層の推進

○ 医療と介護の複合的ニーズに対応する介護医療院の創設

○ ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

○ 認知症の人への対応の強化

○ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

平成30年度介護報酬改定に関する審議報告の概要

Ⅱ 自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現

Ⅲ 多様な人材の確保と生産性の向上

団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、国民１人１人が状態に応じた適切なサービスを受けられるよう、
「地域包括ケアシステムの推進」、「自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現」、「多様な人材の確保と
生産性の向上」、「介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保」を図る。

■ 中重度の要介護者も含め、どこに住んでいても適切な医療・介護サー
ビスを切れ目なく受けることができる体制を整備

■ 介護保険の理念や目的を踏まえ、安心・安全で、自立支援・重度化防
止に資する質の高い介護サービスを実現

■ 人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用いた負担軽減、各種
基準の緩和等を通じた効率化を推進

■ 介護サービスの適正化・重点化を図ることにより、制度の安定性・持
続可能性を確保

Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進

Ⅳ 介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保

1

社保審－介護給付費分科会
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中重度の要介護者も含め、どこに住んでいても適切な医療・介護サービスを切れ目なく受けることができる体制を整備

Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進

① 中重度の在宅要介護者や、居住系サービス利用者、特別養護老人ホーム入所者の医療ニーズへの対応

・ ﾀｰﾐﾅﾙｹｱの実施数が多い訪問看護事業所、看護職員を手厚く配置しているｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ、たんの吸引などを行う特定施設に対する評価を設ける。

・ ﾀｰﾐﾅﾙ期に頻回に利用者の状態変化の把握等を行い、主治の医師等や居宅サービス事業者へ情報提供するケアマネ事業所に対する評価を設

ける。

・ 特養の配置医師が施設の求めに応じ、早朝・夜間又は深夜に施設を訪問し入所者の診療を行ったことに対する評価を設ける。

・ 特養内での看取りを進めるため、一定の医療提供体制を整えた特養内で、実際に利用者を看取った場合の評価を充実させる。

② 医療・介護の役割分担と連携の一層の推進

・ 医療機関との連携により積極的に取り組むケアマネ事業所について、入退院時連携に関する評価を充実するとともに、新たな加算を創設する。

・ 訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔や服薬の状態等について、ケアマネから主治の医師等に必要な情報伝達を行うことを義務づける。

・ リハに関し、医療から介護への円滑移行を図るため、面積・人員等の要件を緩和するほか、リハ計画書の様式を互換性を持ったものにする。

③ 医療と介護の複合的ニーズに対応する介護医療院の創設

・ 現行の「療養機能強化型」と「転換老健」に相当する２つの類型を設ける。

・ 床面積要件や、併設の場合の人員基準の緩和、転換した場合の加算など、各種の転換支援・促進策を設ける。

④ ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

・ ケアマネ事業所の管理者要件を見直し、主任ケアマネジャーであることを管理者の要件とする。（一定の経過措置期間を設ける）

・ 利用者は複数の事業所の紹介を求めることができる旨説明することを、ケアマネ事業所の義務とし、これに違反した場合は報酬を減額する。

⑤ 認知症の人への対応の強化

・ 看護職員を手厚く配置しているグループホームに対する評価を設ける。

・ どのサービスでも認知症の方に適切なサービスが提供されるように、認知症高齢者への専門的なケアを評価する加算や、若年性認知症の方の受
け入れを評価する加算について、現在加算が設けられていないサービス（ショートステイ、小多機、看多機、特定施設等）にも創設する。

⑥ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

・ 障害福祉の指定を受けた事業所について、介護保険の訪問介護、通所介護、短期入所生活介護の指定を受ける場合の基準の特例を設ける。

・ 療養通所介護事業所の定員数を引き上げる。 2
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介護保険の理念や目的を踏まえ、安心・安全で、自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスを実現

① リハビリテーションに関する医師の関与の強化

・ リハビリテーションに関する医師の詳細な指示について、リハビリのマネジメントに関する加算の要件とした上で、別途評価する。

・ 要支援者のリハビリについて、要介護者のリハビリに設けられている、リハビリのマネジメントに関する加算を設ける。

② リハビリテーションにおけるアウトカム評価の拡充

・ 現在、介護予防通所リハに設けられているアウトカム評価（事業所評価加算：要支援状態の維持・改善率を評価）を介護予防訪問リハにも設ける。

・ 現在、通所リハに設けられている生活行為の向上のためのリハビリテーションに関する加算（６月で目標を達成できない場合は減算）を、介護予防
通所リハにも設ける。

③ 外部のリハビリ専門職等との連携の推進を含む訪問介護等の自立支援・重度化防止の推進

・ 訪問介護、通所介護、特別養護老人ホーム等において、通所リハ事業所等のリハビリ専門職等と連携して作成した計画に基づく介護を評価する。

・ 訪問介護の身体介護として行われる「自立生活支援のための見守り的援助」を明確化するとともに、身体介護に重点を置くなど、身体介護・生活援
助の報酬にメリハリをつける。

・ 統計的に見て通常のケアプランとかけ離れた回数（※）の訪問介護（生活援助中心型）を位置付ける場合には、ケアマネジャーは市町村にケアプラ
ンを届け出ることとする。市町村は地域ケア会議の開催等により、届け出られたケアプランの検証を行い、必要に応じ、ケアマネジャーに対し、利用
者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、サービス内容の是正を促す。

※ 「全国平均利用回数＋２標準偏差」を基準として平成30年４月に国が定め、10月から施行。

④ 通所介護への心身機能の維持に係るアウトカム評価の導入

・ 通所介護事業所において、自立支援・重度化防止の観点から、一定期間内に当該事業所を利用した者のうち、ＡＤＬ（日常生活動作）の維持又は
改善の度合いが一定の水準を超えた場合を新たに評価する。

⑤ 褥瘡の発生予防のための管理や排泄に介護を要する利用者への支援に対する評価の新設

・ 特別養護老人ホーム等の入所者の褥瘡（床ずれ）発生を予防するため、褥瘡の発生と関連の強い項目について、定期的な評価を実施し、その結
果に基づき計画的に管理することに対し新たな評価を設ける。

・ 排泄障害等のため、排泄に介護を要する特別養護老人ホーム等の入所者に対し、多職種が協働して支援計画を作成し、その計画に基づき支援し
た場合の新たな評価を設ける。

⑥ 身体的拘束等の適正化の推進

・ 身体的拘束等の適正化を図るため、居住系サービス及び施設系サービスについて、身体的拘束等の適正化のための指針の整備や、身体的拘束
等の適正化のための対策を検討する委員会の定期的な開催などを義務づけるとともに、義務違反の施設の基本報酬を減額する。

Ⅱ 自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現
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人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用いた負担軽減、各種基準の緩和等を通じた効率化を推進

① 生活援助の担い手の拡大

・ 訪問介護について、介護福祉士等は身体介護を中心に担う（機能分化）とともに、生活援助については、人材確保の裾野を拡大するとともに、新研
修を創設して質を担保する。

② 介護ロボットの活用の促進

・ 特別養護老人ホーム等の夜勤について、業務の効率化等を図る観点から、見守り機器の導入により効果的に介護が提供できる場合に関する評
価を設ける。

③ 定期巡回型サービスのオペレーターの専任要件等の緩和

・ 定期巡回型サービスのオペレーターについて、夜間・早朝に認められている以下の事項を、日中についても認めることとする。

ア 利用者へのサービス提供に支障がない場合には、オペレーターと「随時訪問サービスを行う訪問介護員」及び指定訪問介護事業所、指定夜間
対応型訪問介護事業所以外の「同一敷地内の事業所の職員」の兼務を認める。

イ 夜間・早朝と同様の事業所間の連携が図られているときは、オペレーターの集約を認める。

④ ＩＣＴを活用したリハビリテーション会議への参加

・ リハビリテーション会議（※）への医師の参加について、テレビ電話等を活用してもよいこととする。

※ 関係者間でリハビリテーションの内容等について話し合うとともに、医師が、利用者やその家族に対して、その内容を説明する会議

⑤ 地域密着型サービスの運営推進会議等の開催方法・開催頻度の見直し

・ 地域密着型サービスの運営推進会議等の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、以下の見直しを行う。

ア 個人情報・プライバシーの保護等を条件に、現在認められていない複数の事業所での合同開催を認める。

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の介護・医療連携推進会議の開催頻度について、他の宿泊を伴わないサービスに合わせて、年４回から年
２回とする。

Ⅲ 多様な人材の確保と生産性の向上

4
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介護サービスの適正化・重点化を図ることにより、制度の安定性・持続可能性を確保

① 福祉用具貸与の価格の上限設定等

・ 福祉用具貸与について、商品毎の全国平均貸与価格の公表や、貸与価格の上限設定を行う（平成30年10月）。

・ 福祉用具専門相談員に対して、商品の特徴や貸与価格、当該商品の全国平均貸与価格を説明することや、機能や価格帯の異なる複数の商品を提
示することを義務づける。

② 集合住宅居住者への訪問介護等に関する減算及び区分支給限度基準額の計算方法の見直し等

・ 集合住宅居住者に関する訪問介護等の減算の対象を、有料老人ホーム等以外の建物にも拡大する。

・ 事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物について、当該建物に居住する利用者の人数が一定以上の場合は、減算幅を見直す。

・ 集合住宅居住者の区分支給限度基準額を計算する際には、減算前の単位数を用いることとする。

・ 定期巡回サービス事業者は、正当な理由がある場合を除き、地域の利用者に対してもサービス提供を行わなければならないことを明確化する。

③ サービス提供内容を踏まえた訪問看護の報酬体系の見直し

・ 訪問看護ステーションからのリハビリ専門職の訪問について、看護職員との連携が確保できる仕組みを導入するとともに、基本サービス費を見直す。

・ 要支援者と要介護者に対する訪問看護については、サービスの提供内容が異なることから、基本サービス費に一定の差を設けることとする。

④ 通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分の見直し等

・ ２時間ごとの設定としている基本報酬について、サービス提供時間の実態を踏まえて１時間ごとの設定に見直す。

・ 基本報酬について、介護事業経営実態調査による収支差率等の実態を踏まえた上で、規模ごとにメリハリをつけて見直す。

⑤ 長時間の通所リハビリの基本報酬の見直し

・ ３時間以上の通所リハの基本報酬について、同じ時間、同等規模の事業所で通所介護を提供した場合の基本報酬との均衡を考慮しつつ見直す。

Ⅳ 介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保
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※１ 具体的な基準は政令事項。現時点では、「合計所得金額（給与収入や事業収入等から給与所得控除や必要経費を控除した額） 220万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額340万円以上（単
身世帯の場合。夫婦世帯の場合463万円以上）」とすることを想定。⇒単身で年金収入のみの場合344万円以上に相当
※２ 「合計所得金額160万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額280万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合346万円以上）」⇒単身で年金収入のみの場合280万円以上に相当

※介護保険事業状況報告（平成２８年４月月報）
※特養入所者の一般的な費用額の２割相当分は、既に44,400円の上限に当たっているため、
３割負担となっても、負担増となる方はほとんどいない。

現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し

世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、２割負担者のうち特に所得の
高い層の負担割合を ３割とする。ただし、月額４４，４００円の負担の上限あり。【平成30年８月施行】

見直し内容

負担割合

年金収入等 340万円以上
（※１）

２割 ⇒ ３割

２割
年金収入等 280万円以上

（※2）

年金収入等 280万円未満 １割

特養

受給者数（実績） 360 136 56 496

３割負担（推計） 約13 約4 約1 約16

うち負担増
（対受給者数）

約11
（3％）

約1
（1％）

約0.0
（0.0％）

約12
（3％）

２割負担（実績） 35 10 2 45

１割負担（実績） 325 126 54 451

【対象者数】

（単位：万人）

【利用者負担割合】

受給者全体：４９６万人

３割負担となり、負担増となる者：約１２万人（全体の約３％）

現行制度の２割負担者：４５万人

合計施設・居住系在宅サービス
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AAAAAAAAAAAAAAAA
Q

AAAAAAAAAAAAAA
Q

平成29年8月から

対象となる方 平成 29年 8月からの負担の上限（月額）平成 29年 7月まで
の負担の上限（月額）

生活保護を受給している方等

現役並み所得者に相当する方が

いる世帯の方

世帯のどなたかが
市区町村民税を課税されて
いる方

世帯の全員が市区町村民税を

課税されていない方

前年の合計所得金額と公的年金

収入額の合計が年間８０万円

以下の方等

44,400円（世帯）〈見直し〉
※　同じ世帯の全ての65歳以上
の方（サービスを利用してい
ない方を含む。）の利用者負担
割合が１割の世帯に年間上限
額 （446,400 円）を設定

44,400 円（世帯）

37,200 円（世帯）

24,600 円（世帯）

24,600 円（世帯）

15,000 円（個人）

15,000 円（個人）

44,400 円（世帯）※

24,600 円（世帯）

24,600 円（世帯）

15,000 円（個人）※

15,000 円（個人）

※　「世帯」とは、住民基本台帳上の世帯員で、介護サービスを利用した方全員の負担の合計の上限額を指し、
　　「個人」とは、介護サービスを利用したご本人の負担の上限額を指します。

　どんな改正が行われるの？
　高齢化が進み介護費用や保険料が増大する中、サービスを利用している方と利用していない方との
公平や、負担能力に応じた負担をお願いする観点から、世帯のどなたかが市区町村民税を課税されて
いる方の負担の上限が 37,200 円（月額）から 44,400 円（月額）に引き上げられます。
　ただし、介護サービスを長期に利用している方に配慮し、同じ世帯の全ての 65 歳以上の方（サー
ビスを利用していない方を含む。）の利用者負担割合が１割の世帯は、年間 446,400 円（37,200 円
×12ヶ月）の上限が設けられ、年間を通しての負担額が増えないようにされます。（3年間の時限措置）

　高額介護サービス費とは？
　介護サービスを利用する場合にお支払いいただく利用者負担には月々の負担の上限額が設定されて
います。１ヵ月に支払った利用者負担の合計が負担の上限を超えたときは、超えた分が払い戻される
制度です。

月々の負担の上限
（高額介護サービス費の基準）が
変わります
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A
世帯

B
世帯

C
世帯

同じ世帯のどなたかが市区町村民税を課税されているか。
・いる場合　37,200円（月額） → 44,400円（月額）
　※　現役並み所得者世帯は従来から44,400円

①と②の両方に該当するか。
・該当する場合 → 年間の上限446,400円（37,200×12ヶ月）を適用【新設】

月々の上限

平成29年 7月 8月

37,200円 44,400円

年間の上限 な　し な　し

月々の上限 37,200円 44,400円

年間の上限 な　し 446,400円
（新設）

月々の上限 37,200円 44,400円

年間の上限 な　し 446,400円
（新設）

〈高額介護サービス費の見直し後の適用例〉

Step2

Step1

Step2へ

・市区町村民税が
　課税されている
・２割負担

・市区町村民税が
　課税されている
・１割負担

・市区町村民税が
　課税されていない
・１割負担

・市区町村民税が
　課税されていない
・１割負担

・市区町村民税が
　課税されている
・１割負担

※現役並み所得相当
　の方ではない場合

サービス利用者

・市区町村民税が
　課税されていない
・１割負担

サービス利用者

サービス利用者 ※40歳～64歳は1割負担
45歳・息子

①　65歳以上の方　　　　　
②　市区町村民税を課税されている方
③　ご本人の合計所得金額（※１）が 160万円以上の方（年金収入のみの場合、年収280万円以上）
④　同じ世帯の65 歳以上の方の「年金収入とその他の合計所得金額」（※２）が1人で280万円以上の方、
65 歳以上の方が２人以上の世帯で346万円以上の方
※１　「合計所得金額」とは、収入から公的年金等控除や給与所得控除、必要経費を控除した後で、基礎控除や人的控除等の
控除をする前の所得金額です。

※２　「その他の合計所得金額」とは、合計所得金額から、年金の雑所得を除いた所得金額をいいます。

利用者負担割合の基準

ご自身の負担割合については、負担割合証を確認するか、お住まいの市区町村にお問い合わせください。

・　１割負担となる方は、下記の２割負担となる方以外の方です。
・　２割負担となる方は、次の①から④の全てに該当する方です。

※　同じ世帯に 65 歳以上で課税所得 145 万円以上の方がおり、同じ世帯の 65 歳以上の方の収入の合計が
520万円以上（単身の場合は383万円以上）である場合。

①　同じ世帯の全ての65歳以上の方（サービスを利用していない方を含む。）の
利用者負担割合が１割
②　世帯が現役並み所得者世帯※に該当しない

該当するかチェックしよう

（※８月から翌年７月までを一つのサイクルとし、翌年の７月31日時点で判定）
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事 務 連 絡 

平成 30 年２月２日 

 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 御中 

 

厚生労働省老健局介護保険計画課 

 

 

介護保険適用除外施設における住所地特例の見直しの具体的運用について 

 

 

 介護保険制度の運営につきましては、平素より種々ご尽力をいただき、厚く

御礼申し上げます。 

平成 30年４月 1日より予定されている介護保険適用除外施設における住所地

特例の見直しについては、その概要について全国介護保険担当課長会議（平成

29年７月３日）にてお示ししたところでありますが、具体的な運用については、

下記のとおりとしますので、ご了知の上、管内保険者への周知に特段のご配慮

をお願いいたします。 

なお、各都道府県の障害福祉担当部局及び生活保護担当部局に対し、社会・

援護局の担当課より、同趣旨の連絡をすることとしていることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 見直しの趣旨 

現行の介護保険制度では、他市町村から介護保険の適用除外施設に入所した

者（以下「適用除外者」という。）がその後退所して、介護保険施設等の住所地

特例対象施設に移った場合、適用除外施設が所在する市町村が保険者となるた

め、従来費用負担をしていた市町村等ではなく、適用除外施設の所在市町村が

その費用を負担することとされている。 

 今般の見直しは、適用除外施設から退所して、住所地特例対象施設に入所し

た者について、適用除外施設の所在する市町村の介護給付費が過度に重くなら

ないよう、保険者の定め方を見直すものである。 

 

第２ 対象施設及び見直し後の保険者 

 見直しの対象となる適用除外施設（以下「特定適用除外施設」という。）は以
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下のとおりとする。 

① 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123 号）に規定する指定障害者支援施設（支給決定（生活介護及

び施設入所支援に係るものに限る。）を受けて入所している身体障害者、知

的障害者及び精神障害者に係るものに限る。以下「指定障害者支援施設」

という。） 

② 障害者支援施設（生活介護を行うものであって、身体障害者福祉法（昭

和 24年法律第 283号）の規定により入所している身体障害者又は知的障害

者福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）の規定により入所している知的障害者

に係るものに限る。以下「障害者支援施設」という。） 

③ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成 14年法律

第 167 号）の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ

の園が設置する施設（以下「のぞみの園」という。） 

④ 生活保護法（昭和 25年法律第 144号）に規定する救護施設（以下「救護

施設」という。） 

 上記①から③までの施設については、これらの施設に入所する際に支給決定

や措置を行った市町村を保険者とし、④の施設については以下のとおり保険者

を定めることとする。 

 

 保護の実施機関等 救護施設

の所在地 

※見直し

前の住所

地特例に

よる保険

者 

介護保険

施設等の

所在地 

見 直 し 後

の 住 所 地

特 例 に よ

る保険者 

 被 保 護 者

（※）の救

護 施 設 入

所 前 の 居

住地 

保 護 の 実

施機関 

 

保 護 の 費

用 の 負 担

者 

ケース① A 県 a 市 A 県 a 市 A 県 a 市 B 県 b 市 C 県 c 市 A 県 a 市

（実施者） 

ケース② A 県 d 村 A 県 A 県 B 県 b 市 C 県 c 市 A 県 d 村

（居住地） 

ケース③ 不明 or 無

し 

A 県 a 市 A 県 B 県 b 市 C 県 c 市 A 県 a 市

（実施者） 

ケース①：救護施設入所前の居住地が市、特別区又は福祉事務所設置町村である場合 

ケース②：救護施設入所前の居住地が福祉事務所を設置していない町村である場合 

ケース③：救護施設入所前の要保護者の居住地が不明又は明らかでなく、A県 a市で保護さ

れた場合 

※ 「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和 38 年４月１日社発第 246 号厚生

省社会局長通知）第 10－２－⑹において被保護者とみなされた者を含む。 
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第３ 具体的な運用方法 

１ 特定適用除外施設が指定障害者支援施設、障害者支援施設又はのぞみの園

の場合 

① 特定適用除外施設から住所地特例対象施設への入所等に当たって、特定

適用除外施設又は適用除外者本人から、障害福祉サービスに係る支給決定

等をしている市町村の障害福祉担当部局に連絡をする。 

 

② 連絡を受けた障害福祉担当部局は、当該市町村の介護担当部局に当該適

用除外者に係る介護保険被保険者資格に関する確認を依頼する。 

介護担当部局は、確認が取れたときは、特定適用除外施設又は適用除外

者本人に対し、当該市町村が当該適用除外者の介護保険の保険者（以下「保

険者市町村」という。）となる旨を伝える。あわせて、速やかに特定適用除

外施設の所在する市町村（以下「前市町村」という。）の介護担当部局に連

絡する。 

 

※ 特定適用除外施設から住所地特例対象施設への入所等に当たっては、要介護認定の申

請が保険者市町村に対し行われず、前市町村に対し行われる場合がある。この場合、前

市町村は、当該適用除外者の障害福祉サービスに係る支給決定等をしている市町村が記

載されている障害福祉サービス受給者証等を確認し、特定適用除外施設又は適用除外者

本人に対し、当該市町村が保険者市町村となる旨を伝える。あわせて、速やかに保険者

市町村の介護担当部局に連絡することにより、当該適用除外者の要介護認定の申請手続

が円滑に行えるよう支援すること。 

 

③ 当該適用除外者は保険者市町村に要介護認定の申請を行う。当該適用除

外者の住所地特例対象施設への入所等の後、保険者市町村は要介護認定を

行うとともに、被保険者証を交付する。 

 

※ 適用除外者が遠隔の地に居所を有するときは、要介護認定に係る調査を前市町村に嘱

託することができる。 

※ 適用除外施設退所日の３ヶ月前以内に、適用除外施設退所予定者の要介護認定申請を

受理し、退所後に認定（決定）することは可能とされている。（平成 11 年９月 17 日「全

国介護保険担当課長会議」資料参照） 

※ 特定適用除外施設には長期入所をしている利用者もいるため、保険者市町村における

介護保険システム内に情報がない対象者の存在が考えられる。このため住民票を管理す
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る担当部局や障害福祉担当部局と連携し、情報の共有に努められたい。 

 

④ 前市町村の介護担当部局は、保険者市町村からの情報、施設からの情報、

住基情報の活用等により、適用除外者の特定適用除外施設からの退所を確

認し、適用除外対象者名簿から当該適用除外者を削除する。 

 

⑤ 住所地特例対象施設が所在する市町村（以下「施設所在市町村」という。）

は、前市町村への連絡や住所地特例対象施設からの入所連絡等により保険

者市町村についての情報を得る。 

 

⑥ 施設所在市町村は、他市町村住所地特例者名簿に記載するとともに、保

険者市町村に対し、他市町村住所地特例者連絡票を送付する。 

   

⑦ 保険者市町村は、住所地特例である旨を被保険者台帳に記載し、管理す

る。 

 

２ 特定適用除外施設が救護施設の場合 

① 特定適用除外施設から住所地特例対象施設への入所等に当たって、特定

適用除外施設又は適用除外者本人から、当該適用除外者の保護の実施機関

に連絡をする。 

 

② 連絡を受けた当該適用除外者の保護の実施機関である市町村の生活保護

担当部局は、当該市町村の介護担当部局に当該適用除外者に係る介護保険

被保険者資格に関する確認を依頼する。 

介護担当部局は、確認が取れたときは、当該市町村が保険者市町村であ

ることを当該適用除外者に伝える。あわせて、速やかに前市町村の介護担

当部局に連絡する。 

   

※ 保護の実施機関が都道府県である場合、当該都道府県の生活保護担当部局は、当該適

用除外者が特定適用除外施設に入所する前に居住地を有していた市町村が保険者市町村

であることを当該適用除外者に伝える。あわせて、速やかに保険者市町村及び前市町村

の介護担当部局に連絡する。 

※ 特定適用除外施設から住所地特例対象施設への入所等に当たっては、要介護認定の申

請が保険者市町村に対し行われず、前市町村に対し行われる場合がある。この場合、前

市町村は、当該適用除外者の保護の実施機関である市町村又は都道府県の生活保護担当

部局に保険者市町村について照会すること等により、特定適用除外施設又は適用除外者
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本人に対し、保険者市町村についての情報を伝える。あわせて、速やかに保険者市町村

の介護担当部局に連絡することにより、当該適用除外者の要介護認定の申請手続が円滑

に行えるよう支援すること。 

 

③ 当該適用除外者は保険者市町村に要介護認定の申請を行う。当該適用除

外者の住所地特例対象施設への入所等の後、保険者市町村は要介護認定を

行うとともに、被保険者証を交付する。 

 

※ 適用除外者が遠隔の地に居所を有するときは、要介護認定に係る調査を前市町村に嘱

託することができる。 

※ 適用除外施設退所日の３ヶ月前以内に、適用除外施設退所予定者の要介護認定申請を

受理し、退所後に認定（決定）することは可能とされている。（平成 11 年９月 17 日「全

国介護保険担当課長会議」資料参照） 

※ 特定適用除外施設には長期入所をしている利用者もいるため、保険者市町村における

介護保険システム内に情報がない対象者の存在が考えられる。このため住民票を管理す

る担当部局や生活保護担当部局と連携し、情報の共有に努められたい。 

 

④ 前市町村の介護担当部局は、保険者市町村からの情報、施設からの情報、

住基情報の活用等により、適用除外者の特定適用除外施設からの退所を確

認し、適用除外対象者名簿から当該適用除外者を削除する。 

 

⑤ 施設所在市町村は、前市町村への連絡や介護保険施設等からの入所連絡

等により保険者市町村についての情報を得る。 

 

⑥ 施設所在市町村は、他市町村住所地特例者名簿に記載するとともに、保

険者市町村に対し、他市町村住所地特例者連絡票を送付する。 

 

⑦ 保険者市町村は、住所地特例である旨を被保険者台帳に記載し、管理す

る。 

  

第４ 留意事項 

・ この見直しは、平成 30年４月１日以降に特定適用除外施設から介護保険施

設等に入所等を行った者から適用されるものであり、平成 30 年３月 31 日以

前に特定適用除外施設から住所地特例対象施設に入所等をし、平成 30年４月

１日以降も引き続き当該住所地特例対象施設に入所等をしている者について

保険者が変更されることはない。 
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・ またこの見直しは、特定適用除外施設から同一市町村内の住所地特例対象

施設に入所した場合も対象となる。この場合も、第３の具体的な運用を参考

にすること。 

 

・ 介護保険の住所地特例対象施設には、有料老人ホーム等入所に当たって要

介護認定を必要としないものもある。この場合も、特定適用除外施設又は適

用除外者本人から連絡のあった障害福祉担当部局及び生活保護担当部局は、

当該適用除外者の入所先が住所地特例対象施設であれば、当該市町村の介護

担当部局に連絡すること。 

 

・ 複数の特定適用除外施設に継続して入所していた者については、住所地特

例対象施設に入所する直前の特定適用除外施設への入所に係る支給決定や措

置を行った市町村を保険者とすることとする。 

 

・ 適用除外施設の中でも上記以外の施設（ハンセン病療養所等）は、今般の

見直しの対象外となっていることに留意すること。 
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（参考） 平成 11年９月 17日「全国介護保険担当課長会議」資料 

 

64歳の者（特定疾病に該当しない者）の要介護認定申請を受理し、65歳到

達後に認定（決定）することは可能か。同様に、39 歳の者（特定疾病に該当

者）の要介護認定申請を受理し、40 歳到達後に認定（決定）することは可能

か。また、適用除外施設退所予定者の要介護認定申請を受理し、退所後に認

定（決定）することは可能か。 

 

  いずれも運用上の対応として可能と考える。なお、申請を受け付ける期間と

しては、申請に係る者の状態について大きな変更が生ずることが見込まれない

ということから、65 歳到達日（誕生日の前日）、40 歳到達日（誕生日の前日）

又は適用除外施設退所日（以下「65歳到達日等」という。）の３か月前以内と

することが適当と考える。この場合であっても、保険給付は、65 歳到達日等

からうけることができることとなる。また、申請より 30 日以内に認定を行う

という場合の申請のあった日については、65歳到達日等となるものと解する。

（後略） 
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平成３０年度介護報酬改定に伴う体制届等の提出について

平成３０年度介護報酬改定に伴い、加算の新設等がされることから、平成３０年４月１

日から算定開始する加算等についての「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（体

制届）」の提出時期は以下の通りといたします。当該期限までに届出された場合は、平成

３０年４月１日に遡って適用することとします。

なお、提出期限までに提出がされなかった場合は、平成３０年４月１日での遡及適用は

できません。

その場合、通常の取扱いと同様、算定開始月の前月の１５日（施設系については前月末）

までに提出がされた場合は、その提出月の翌月から算定が可能となります。

＜提出期限＞ 平成３０年４月１３日(金)１７時まで必着

（郵送の場合は、４月１３日の消印有効）

【必要な提出書類】

①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（体制届）

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

③添付書類（サービスや加算種別ごとに異なりますので、必ずホームページで確認の

上、添付漏れのないようにして下さい。）

※上記①～③については、改訂後の様式等を平成３０年３月３０日（金曜日）までに鹿

児島市ホームページに掲載いたします。２９年度までの様式は使用しないでください。

ホームページ掲載場所

ホーム＞健康・福祉＞介護保険＞事業者関係＞介護給付費算定に係る体制届・提出書類
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（別紙２）

平成 年 月 日

所在地　　　　　　　　　
名　称 印

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

4 6

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」「株式会
　　　社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「〇」を記入してください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1，1－2)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合
　　　は、適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

受付番号

（法人にあっては、主たる事務所の所在地並びに名称及び代表者の氏名）

介護予防短期入所生活介護

 1新規　2変更　3終了

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

介護予防特定施設入居者生活介護  1新規　2変更　3終了

介護予防福祉用具貸与  1新規　2変更　3終了

介護予防短期入所療養介護  1新規　2変更　3終了

短期入所生活介護

介護予防訪問看護

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

居宅介護支援
介護福祉施設サービス
介護保健施設サービス

介護医療院サービス

介護予防居宅療養管理指導
介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

短期入所療養介護

施
設

居宅療養管理指導  1新規　2変更　3終了

異動項目
(※変更の場合)

福祉用具貸与  1新規　2変更　3終了

特定施設入居者生活介護

異動（予定）
年月日

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定（許可）
年月日

異動等の区分

訪問介護

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

通所介護
療養通所介護

訪問入浴介護
訪問看護
訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

電話番号

　　鹿児島市

FAX番号

　(郵便番号　　―　　　)

法人所轄庁

　　鹿児島市

FAX番号

事
業
所
・
施
設
の
状
況

主たる事業所・施設の所在地

連 絡 先

主たる事業所の所在地以外の場所
で一部実施する場合の出張所等の
所在地

連 絡 先

管理者の住所

事業所名

特
記
事
項

介護保険事業所番号

変　更　前 変　更　後

電話番号

　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

管理者の氏名

医療機関コード等

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了
 1新規　2変更　3終了

　(郵便番号　　―　　　)

氏名職名
　(郵便番号　　―　　　)
　　　　　県　　　　郡市

代表者の職・氏名

代表者の住所

フリガナ

 1新規　2変更　3終了

 1新規　2変更　3終了
 1新規　2変更　3終了

　　　　　県　　　　郡市
　(ビルの名称等)

電話番号

　(郵便番号　　―　　　)

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞

　　(あて先）鹿児島市長

事業所所在地市町村番号

連 絡 先

届
　
出
　
者

法人の種別

介護療養施設サービス  1新規　2変更　3終了

関係書類

FAX番号

主たる事務所の所在地

名　　称

 1新規　2変更　3終了
 1新規　2変更　3終了

別添のとおり

 1新規　2変更　3終了

鹿児島市ホームページ
ホーム≫健康・福祉≫介護保険≫事業者関係≫介
護給付費算定に係る体制届・提出書類からダウン
ロードしてください。
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 ３ 

（別紙） 

 

「既存のサービス事業所の届出留意事項」 

 

項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

１ 共通 その他該当する体制等の届出項目追加 項番２以降に記載がない新設された項

目について、新たな届出がない場合は

「なし」、「非該当」、「基準型」又は「対

応不可」とみなす。 

２ １３：訪問看護 「その他該当する体制等」欄の 

「看護体制強化加算」 
 

「１：なし」 

「２：あり」 

を 

「１：なし」 

「３：加算Ⅰ」 

「２：加算Ⅱ」 

に変更 

「３：加算Ⅰ」に該当する場合は、新

たな加算の届出が必要となる。 

（注）「２：加算Ⅱ」については、要件

の見直しを踏まえ、新しい要件に即し

て届出を行うよう留意が必要。 

３ １４：訪問リハ

ビリテーション 

６４：介護予防

訪問リハビリテ

ーション 

６６：介護予防

通所リハビリテ

ーション 

「施設等の区分」欄に 

「３：介護医療院」 

を新設 

「３：介護医療院」に該当する場合は、

新たな施設等の区分の届出が必要とな

る。 

４ １４：訪問リハ

ビリテーション 

１６：通所リハ

ビリテーション 

 

「その他該当する体制等」欄の 

「リハビリテーションマネジメント加算」 
 

「４：加算Ⅲ」 

「５：加算Ⅳ」 

を追加 

「４：加算Ⅲ」又は「５：加算Ⅳ」に

該当する場合は、新たな加算の届出が

必要となる。 

（注）「２：加算Ⅰ」「３：加算Ⅱ」に

ついては、要件の見直しを踏まえ、新

しい要件に即して届出を行うよう留意

が必要。 
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 ４ 

項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

５ １５：通所介護 

７８：地域密着型通所介

護 

 

「その他該当する体制等」欄の 

「個別機能訓練体制」 

 

「１：なし」 

「２：加算Ⅰ」 

「３：加算Ⅱ」 

を廃止 

なし。 

６ １６：通所リハビリテー

ション 

 

「施設等の区分」欄に 

「Ａ：通常規模の事業所(介護医療

院)」 

「Ｂ：大規模の事業所(Ⅰ)(介護医療

院)」 

「Ｃ：大規模の事業所(Ⅱ)(介護医療

院)」 

を新設 

「Ａ：通常規模の事業所(介護医療

院)」、「Ｂ：大規模の事業所(Ⅰ)(介護

医療院)」又は「Ｃ：大規模の事業所

(Ⅱ)(介護医療院)」に該当する場合は、

新たな施設等の区分の届出が必要とな

る。 

７ ２１：短期入所生活介護 

５１：介護福祉施設サー

ビス 

５４：地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活

介護 

「その他該当する体制等」欄の 

「看護体制加算」 

 

「１：なし」 

「２：加算Ⅰ」 

「３：加算Ⅱ」 

を廃止 

なし。 

「その他該当する体制等」欄の 

「夜勤職員配置加算」 
 

「１：なし」 

「２：あり」 

を 

「１：なし」 

「２：加算Ⅰ・加算Ⅱ」 

「３：加算Ⅲ・加算Ⅳ」 

に変更 

「３：加算Ⅲ・加算Ⅳ」に該当する場

合は、新たな加算の届出が必要となる。 

（注）「２：加算Ⅰ・加算Ⅱ」について

は、要件の見直しを踏まえ、新しい要

件に即して届出を行うよう留意が必

要。 
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 ５ 

項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

８ ２２：短期入所療養介護 

２５：介護予防短期入所

療養介護 

５２：介護保健施設サー

ビス 

施設等の区分１と２の「人員配置区

分」欄 

 

「１：従来型」 

を 

「１：基本型」 

に変更 

「人員配置区分」欄における既存届出

内容が「１：従来型」で、新たな届出

がない場合は「１：基本型」とみなす。 

施設等の区分５と６と７と８の「人員

配置区分」欄 

 

「１：療養型」 

「２：療養強化型」 

を削除 

「人員配置区分」欄における既存届出

内容が「１：療養型」又は「２：療養

強化型」で、新たな届出がない場合は

「未設定」とみなす。 

施設等の区分５と６と７と８の「その

他該当する体制等」欄 

「療養体制維持特別加算」 

 

「１：なし」 

「２：あり」 

を廃止 

（注）「人員配置区分」欄における既存

届出内容が「１：療養型」の場合は「療

養体制維持特別加算Ⅰ」の新たな届出

が必要となる。 

（注）「人員配置区分」欄における既存

届出内容が「２：療養強化型」の場合

は「療養体制維持特別加算Ⅱ」の新た

な届出が必要となる。 

「施設等の区分」欄に 

「９：介護老人保健施設（Ⅳ）」 

「Ａ：ユニット型介護老人保健施設

（Ⅳ）」 

を新設 

「９：介護老人保健施設（Ⅳ）」又は

「Ａ：ユニット型介護老人保健施設

（Ⅳ）」に該当する場合は、新たな施設

等の区分の届出が必要となる。 

９ ２Ａ：短期入所療養介護 

２Ｂ：介護予防短期入所

療養介護 

５５：介護医療院サービ

ス 

「提供サービス」欄にサービス種類を

新設 

算定を行うためには、新たな提供サー

ビスの届出が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 27 ≫



 ６ 

項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

１０ ３２：認知症対応型共同

生活介護 

３８：認知症対応型共同

生活介護（短期利用型） 

「その他該当する体制等」欄の 

「医療連携体制」 

 

「１：対応不可」 

「２：対応可」 

を 

「１：なし」 

「２：加算Ⅰ」 

「３：加算Ⅱ」 

「４：加算Ⅲ」 

に変更 

 

既存届出内容が「２：対応可」で、新た

な届出がない場合は「２：加算Ⅰ」とみ

なす。 
 

「３：加算Ⅱ」又は「４：加算Ⅲ」の

算定を行うためには、新たな加算の届

出が必要になる。 

１１ ４３：居宅介護支援 「その他該当する体制等」欄の 

「特定事業所加算Ⅳ」 

 

「１：なし」 

「２：あり」 

を新設 

なし。（平成３１年４月から算定可能） 

※異動年月日が平成３０年４月１日か

ら平成３１年３月３１日までは未設定

とする。 

１２ ５１：介護福祉施設サー

ビス 

「施設等の区分」欄の 

「２：小規模介護福祉施設」 

「４：ユニット型小規模介護福祉施

設」 

を 

「２：経過的小規模介護福祉施設」 

「４：ユニット型経過的小規模介護福

祉施設」 

に変更 

「施設等の区分」欄における既存届出

内容が「２：小規模介護福祉施設」で、

新たな届出がない場合は「２：経過的

小規模介護福祉施設」とみなす。 

「施設等の区分」欄における既存届出

内容が「４：ユニット型小規模介護福

祉施設」で、新たな届出がない場合は

「４：ユニット型経過的小規模介護福

祉施設」とみなす。 
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 ７ 

項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

１３ ５１：介護福祉施設サー

ビス 

５４：地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介

護 

 

 

 

「その他該当する体制等」欄の 

「障害者生活支援体制」及び「看取り

介護体制」 

 

「１：なし」 

「２：あり」 

を 

「１：なし」 

「２：加算Ⅰ」  

「３：加算Ⅱ」 

に変更 

既存届出内容が「２：あり」で、新たな

届出がない場合は「２：加算Ⅰ」とみな

す。 
 

「３：加算Ⅱ」の算定を行うためには、

新たな加算の届出が必要になる。 

１４ ５２：介護保健施設サー

ビス 

施設等の区分１と２の「その他該当す

る体制等」欄 

「在宅復帰・在宅療養支援機能加算」 

 

「１：なし」 

「２：あり」 

を 

「１：なし」 

「２：加算Ⅰ」 

「３：加算Ⅱ」 

に変更 

「３：加算Ⅱ」に該当する場合は、新

たな加算の届出が必要となる。 

（注）「２：加算Ⅰ」については、要件

の見直しを踏まえ、新しい要件に即し

て届出を行うよう留意が必要。 

１５ ６１：介護予防訪問介護 

６５：介護予防通所介護 

廃止 なし。 

１６ ７２：認知症対応型通所

介護 

７４：介護予防認知症対

応型通所介護 

「施設等の区分」欄の 

「３：グループホーム等活用型」 

を 

「３：共用型」 

に変更 

「施設等の区分」欄における既存届出

内容が「３：グループホーム等活用型」

で、新たな届出がない場合は「３：共

用型」とみなす。 

１７ ７７：複合型サービス（看

護小規模多機能型居宅介

護） 

７９：複合型サービス（看

護小規模多機能型居宅介

護・短期利用型） 

「施設等の区分」欄の 

「１：看護小規模多機能型居宅介護事

業所」 

「２：サテライト型看護小規模多機能

型居宅介護事業所」 

を新設 

従来の届出内容に関わらず、算定を行

うためには、新たな施設等の区分の届

出が必要となる。 
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 ８ 

項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

１８ ７７：複合型サービス（看

護小規模多機能型居宅介

護） 

「その他該当する体制等」欄の 

「訪問看護体制強化加算」 

「１：なし」 

「２：あり」 

を 

「看護体制強化加算」 

「１：なし」 

「３：加算Ⅰ」 

「２：加算Ⅱ」 

に変更 

既存届出内容が「２：あり」で、新たな

届出がない場合は「２：加算Ⅱ」とみな

す。 
 

「３：加算Ⅰ」の算定を行うためには、

新たな加算の届出が必要になる。 
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子 子 発 020 2 第 1 号

社援総発 0202 第 1 号

障 企 発 020 2 第 1 号

老 総 発 020 2 第 2 号

平 成 30 年 2 月 2 日

都道府県

各 指定都市 民生主管部（局）長 殿

中 核 市

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 子 育 て 支 援 課 長

（ 公 印 省 略 ）

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 総 務 課 長

（ 公 印 省 略 ）

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長

（ 公 印 省 略 ）

厚 生 労 働 省 老 健 局 総 務 課 長

（ 公 印 省 略 ）

避難等に当たって配慮を要する者が入所する社会福祉施設等における

防火安全体制等の周知徹底について

去る１月３１日夜、北海道札幌市の高齢者等が多く入所する施設において火災が発生し、本日

現在１１名の入所者が死亡するという痛ましい事故が発生した。避難等に当たって配慮を要する

者が入所する社会福祉施設等において火災が発生した場合には、甚大な被害につながるおそれが

あり、それを未然に防止することが必要である。

貴職においては、社会福祉施設等における防火体制の確保及び万一火災が発生した場合の消

火・避難・通報体制の確保等、防火安全対策について、関係法令及び通知等に基づき万全を期す

よう、施設管理者に対し改めて周知徹底をお願いする。

また、総務省消防庁予防課長及び国土交通省住宅局建築指導課長より別添１、別添２のとおり

通知が発出されているので、当該通知において注意喚起や違反対策を行うように示されている対

象建築物（一定の要件に該当する寄宿舎又は下宿）において、社会福祉施設等に関する事業が運

営されている場合は、消防部局及び建築部局等とも十分に連携を図り、社会福祉施設等における

防火安全対策の更なる徹底が図られるようお願いする。
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消 防 予 第 26号  

平成30年２月１日  

 各都道府県消防防災主管部長  

 東京消防庁・各指定都市消防長  

 

消 防 庁 予 防 課 長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

消防法施行令別表第一（５）項ロ（下宿等）の防火対策に係る注意喚起等について 

 

 １月31日に北海道札幌市で発生した消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」

という。）別表第一（５）項ロ（下宿）の火災では、死者11名、負傷者３名（重症１名、

中等症２名）の被害が発生しています（別紙参照）。 

 現在、この火災について関係当局により火災原因の究明が行われているところであ

り、当庁では、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第35条の３の２

に基づき、消防庁長官の火災原因の調査のため、現地に職員を派遣したところです。 

現時点で出火原因等は特定されていませんが、類似の火災による被害の発生を防止

する当面の対応として、下記１の防火対象物に対し、個々の施設の態様に応じて下記

２の防火対策に係る注意喚起を行い、その徹底を図られますようお願いします。 

 なお、本火災を踏まえた対応について、国土交通省住宅局建築指導課長から別添１

のとおり通知がなされていますので、関係部局との必要な連携を図るようお願いしま

す。 

 各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県の市町村（消防の事務

を処理する一部事務組合等を含む。）に対しても、その旨周知されるようお願いします。 

 

記 

 

１ 対象とする防火対象物 

令別表第一（５）項ロに掲げる防火対象物（寄宿舎又は下宿に限る。）のうち、次

の条件を全て満たす防火対象物とする。 

 (1) 昭和50年以前に新築されたものであること。  

 (2) ２階建て以上であること。 

(3) 延べ面積が150㎡以上であること。 

(4) 木造であること。 

 

 ※ 地域の実情により、対象とする防火対象物数が多数となる場合は、必要に応じ

て、以下のものを優先する等の対応を図られたいこと。 

殿 

別添１ 
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・既存不適格の建築物として、現行の規定に適合していない防火の規定が多数存

するもの 

・廊下が開放型となっていないなど、比較的火災危険性が高いと考えられるもの 

・他の用途から、寄宿舎・下宿に用途変更した経過が確認できるもので、当該用

途変更に係る消防同意の記録が存しないなど、用途変更時に建築確認を受けな

かった可能性が高いと考えられるもの 

 

２ 当面の対応 

 (1) 消防法令違反等の是正の徹底 

   消防用設備等の設置状況や消防用設備等の点検等に係る消防法令違反がある場

合は、火災発生時に大きく被害が拡大することが予想されることから、違反が認

められる場合にあっては、重点的に改善指導を図られたいこと。 

  ※ 対象となる施設が、令別表第一（６）項ロ又はハに該当する可能性がある場

合は、必要に応じて福祉部局と連携の上、消防法上の用途の取扱いについて適

切に判定されたいこと。 

 (2) 施設管理者等に対し、以下の事項を指導されたいこと。 

  ア 消防用設備等が適切に維持管理されていること。 

  イ 避難経路に物品が存置されていないこと。 

  ウ 防火管理体制に不備がないこと。 

 (3) 入居者に対し、直接又は施設管理者を通じて、以下の事項を注意喚起されたい

こと。 

  ア たばこ、火気管理等の出火防止対策を徹底すること。 

  イ 避難経路を再確認すること。 

  ウ 火災の際に迅速な１１９番通報を行うこと。 

  エ 火災発見時に他の入居者等に大声で火災の発生を知らせること。 

  オ 消火器を用いた初期消火方法を習得すること。 

  ※ 注意喚起にあっては、必要に応じ、別添２を参考とされたいこと。また、必

要に応じ、建築部局及び福祉部局との情報共有及び連携を図るとともに、地域

の実情に応じ、消防団や婦人防火クラブ、介護支援専門員（ケアマネジャー）、

民生委員などの主体と連携した住宅防火訪問の一環として実施するなど、効果

的な方法での実施を図られたいこと。 

 
 
 
 
 

消防庁予防課設備係   塩谷、四維 
      企画調整係 千葉、桐原 
      予防係   恵崎、柏原 
電話：03-5253-7523 FAX：03-5253-7533  
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札幌市下宿火災（第 4報） 

消 防 庁 災 害 対 策 室 

平成３０年２月１日 

 ２ ３ 時 ３ ０ 分 現 在 

※下線部は前回からの変更点 

 

 

１ 発生日時等 

  発生時刻：平成３０年 １月３１日 ２３時３０分頃 

  覚知時刻：平成３０年 １月３１日 ２３時４０分 

  鎮圧時刻：平成３０年 ２月 １日  ５時１６分 

  鎮火時刻：平成３０年 ２月 １日 １１時４１分 

 

２ 発生場所 

  住 所：北海道札幌市東区北１７条東１丁目４番３号 

  用 途：下宿（消防法施行令別表第１（５）項ロ） 

 

３ 火元建物概要 

  構 造：木造 

  階 数：２階建て 

  建築面積：176㎡ 

  延べ面積：404㎡ 

   

４ 死傷者等 

 （１）人的被害  

死 者：１１名 

   負傷者： ３名（重症１名、中等症２名） 

    

 （２）建物被害 

   焼損程度 ：全焼１棟 

   焼損床面積：調査中 

 

５ 火災原因等 

  調査中 

 

６ 消防用設備等の設置状況 

  消火器、自動火災報知設備（条例設置）、漏電火災警報器、避難器具（任意設置） 
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７ 立入検査状況 

  直近立入検査日：平成２８年１２月２３日（指摘事項なし） 

 

８ 消防庁の対応 

  ２月 １日（木）   ０時４０分 札幌市消防局から第１報受領 

                   消防庁災害対策室を設置（第１次応急体制） 

             １時００分 札幌市消防局から第２報受領 

             ２時００分 札幌市消防局から第３報受領 

             ４時００分 札幌市消防局から第４報受領 

             ５時１５分 札幌市消防局から第５報受領 

             ５時４５分 札幌市消防局から第６報受領 

             ８時３０分 消防法第３５条の３の２の規定に基づく消防庁長官の

火災原因調査のため、消防庁職員２名及び消防研究セ

ンター職員５名を現地に派遣 

            １５時００分 札幌市消防局から第７報受領 

            ２３時３０分 消防庁予防課長から各都道府県消防防災主管部長等宛

てに「消防法施行令別表第一（５）項ロ（下宿等）の

防火対策に係る注意喚起等について」（平成 30年２月

１日付け消防予第 26号）を通知 

 

 

 ＜連絡先＞ 
消防庁予防課 
担当：千葉・四維 
電話：03-5253-7523 
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お宅で火を出さないために 
 

・U寝たばこ Uはしない。灰皿には水を入れる。 

・Uストーブ Uは、燃えやすい物の近くで使わない。 

・Uガスこんろ Uの周りに、物を置かない。 

そばを離れる時は火を消す。 

・Uコンセント Uは、たこ足配線しない。 

・U放火 Uされないように、燃えやすい物を外に放置しない。 

 

火災になった時に命を守るために 
 

・住宅用火災警報器を設置し点検する。 

・身近な消火器の設置場所を確認する。 

・避難経路を確認し、避難の妨げになる物を置かない。 

・火災の時は、大声で周りに知らせながら逃げる。 

 
 
 
 
 
 
 

消防署からのおしらせ 

 火災を見つけたら 

すぐに１１９番！ 

お宅で火を出さないために 

火災になった時に命を守るために 

●●●●●消防本部予防課  
電話●●－●● 

 

別添２ 
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国 住 指 第 4 0 3 0 号

平 成 3 0 年 ２ 月 １ 日

各都道府県建築主務部長 殿

国土交通省住宅局建築指導課長

（ 公 印 省 略 ）

木造の寄宿舎等を対象とした違反対策の徹底について

１月 31 日に北海道札幌市の寄宿舎において発生した火災により、死者 11 人、負傷者３

人の犠牲が出たことについては、誠に遺憾である。

国土交通省においては、火災発生後、職員を現地に派遣し、関係機関とも協力の上、火

災原因調査等を行っているところである。

現段階では、建築物の状況等が明らかではないものの、建築基準法に基づく建築確認申

請を行うことなく用途変更や増築を行ったなどの違反の疑いも指摘されているところであ

る。

当面は、類似の火災の発生を防止するために、木造の寄宿舎等に対する違反対策につい

て、下記のとおり、指導の徹底を図られたい。また、貴管下の特定行政庁にもこの旨指導

方お願いする。

なお、本火災を踏まえた防火対象物に対する指導について、総務省消防庁予防課長から

別添のとおり通知がなされている。防災査察の実施、是正指導等を行うにあたっては、関

係部局との連絡を密接に行うよう留意されたい。

記

１．対象とする建築物

次に掲げる要件に該当する建築物を対象とすること。

なお、対象とする建築物が多数となる場合は、未是正の建築基準法令違反があること

を覚知しているものや長期間立入検査を実施していないものを優先的に指導対象とする

など、計画的に指導を図られたい。

・用途：寄宿舎又は下宿

・構造：木造

・規模：２階建て以上かつ延べ面積 150 ㎡以上

・建築年：昭和 50 年以前に新築された建築物

別添２
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２．違法に建築等されている物件への対応

消防部局等と必要に応じて連携し、上記１の建築物について、建築、大規模の修繕・

模様替、用途変更等を行ったことにより、違反となっているものがないかどうか確認を

行い、当該違反が確認された場合には、適切に是正措置を講じること。

※ 違反物件等の情報を把握した場合は、「違法行為若しくはその疑義に関する情報を把握した場合の

初動対応と公表のあり方について（平成 18 年 5 月 11 日付け国住指第 541 号）」及び「違反行為若

しくはその疑義に関する情報を把握した場合の対応について（平成 23 年 9 月 8 日付け国住安第 28

号）」に準じて、必要に応じて事実関係を公表又は地方整備局等を通じ国土交通大臣へ当該情報を

提供するようお願いする。

３．防災査察の重点実施

過去に行った防災査察、定期報告等で指導した事項が是正されていないものなど、避

難安全性の確保の必要性が高いもの等に重点を置いて、上記１の建築物を対象とした防

災査察を実施すること。
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